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平成１６年２月期　　　　中 間 決 算 短 信（連結）　　　　　平成15年10月9日
上 場 会 社 名　　株式会社　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　  上場取引所　　　　大・東
コ ー ド 番 号　　８２３３                                　　　　　本社所在都道府県　大阪府

（ＵＲＬ　http：//www.takashimaya.co.jp）

代 表 者　役職名　取締役社長　　　　　　　　　　　氏名　鈴　木　　弘　治

問合せ責任者　役職名  常務取締役本社管理本部財務部長　氏名　本  多　  恭  晴  ＴＥＬ  06－6631－1101

決算取締役会開催日　平成15年10月9日

米国会計基準採用の有無　　有・◯無

１． 15年8月中間期の連結業績（平成15年3月1日～平成15年8月31日）

（１）連　結　経　営　成　績　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益        経 常 利 益        

15年8月中間期

14年8月中間期

　　　　　　百万円　　　％
　　 ５７５,０１６  △ 0.9
〔   ５５６,０６０　△ 1.0〕
５８０,２８９  △ 1.8

〔 　５６１,６３８　△ 2.0〕

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １０,７１１ 　103.8

　　   　５,２５５ △ 45.1

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １１,８７７  　142.0

　　     ４,９０７  △ 53.8

15 年 2 月期   １,１８４,２３６  △ 1.8
〔１,１４６,３９３  △ 1.9〕

       １６,４４４ △ 13.1        １７,１９１  △ 17.9

中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後1株当たり
中間（当期）純利益

15年8月中間期
14年8月中間期

          　百万円 　　％

１６,８００      ―
　　　△ 　 ２１９    　―

               円　     銭

           ５４　 　７０

     △　　　０     ７１

円　     銭

                    ―

                    ―
15 年 2 月期     　　 ３,９３５    　―      　  　１２     ９０                     ―
(注)①持分法投資損益　　　　15年8月中間期　  958百万円   14年8月中間期　   711百万円   15年2月期  1,265百万円
②期中平均株式数（連結）15年8月中間期 307,112,469株 　14年8月中間期305,017,911株　 15年2月期304,975,951株

③会計処理の方法の変更　　有・◯無

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率

（２）連　結　財　政　状　態

総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

15年8月中間期

14年8月中間期

百万円
    ８０１,６６８

    ８７０,５８３

百万円
     ２００,８３７

     １７９,２０９

％
　　　　２５.１

　　　　２０.６

　　　　　円　　　銭
    ６５１　　６０

    ５８７    ５６

15 年 2 月期 　　８４１,１４５      １８１,６７６         ２１.６     ５９５    ８７
(注)期末発行済株式数（連結）15年8月中間期 308,221,403株 　14年8月中間期305,004,992株　 15年2月期304,892,035株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による         

キャッシュ・フロー         

投資活動による         

キャッシュ・フロー         

財務活動による         

キャッシュ・フロー         

現金及び現金同等物         

期 末 残 高         

15年8月中間期
14年8月中間期

百万円

    　 １２,５６９
       ５６,４５０

百万円

   　　　６,３０５
   △    ５,０３７

百万円

   △　　６,７５８
   △  ４８,１１７

百万円

　　　 ４６,０４４
     　３８,０４６     

15 年 2 月期 　　　 ６５,５５１  　△　  ６,５９７    △　５９,９５４    　  ３３,９２４
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　２６社　　　持分法適用関連会社数　  １０社
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　連結  (新規)　　 ０ 社　　（除外）　 ４ 社　 　持分法  (新規)　 ０ 社　　　（除外）　 １ 社

２．16年2月期の連結業績予想（平成15年3月1日～平成16年2月29日)

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

通  期     
　　　     百万円  　％
１,１０９,０００ △ 6.4

〔１,０７１,０００ △ 6.6〕

百万円　 　％
２０,８００   26.5

百万円　 　％
２２,４００  30.3

百万円　 　％
△  ５,７００  ―

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)　△　１８円　４９銭
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の７、８ページを参照ください。
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【企業集団の状況】

　(1)企業集団の概要は、次のとおりであります。

　当社の企業集団は、当社と子会社39社及び関連会社19社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等を営んでおります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。

①　百貨店業（専門店、スーパー、飲食業を含む。）

　　当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社10社及び関連会社5社で構成し、商品の供

給、商品券等の共通取扱を行っております。

②　建装事業

　　　 連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社4社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施

工を行っております。

　　 ③　不動産業

       　連結子会社の東神開発㈱等の子会社5社及び関連会社4社で構成し、当社グループの不動産管理とショッピ

ングセンター等の運営を行っております。

　　 ④　金融・リース業

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社4社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。

　　 ⑤　自動車内装品製造業

　　　　 連結子会社の髙島屋日発工業㈱等の子会社12社及び関連会社 2社で構成し、自動車のシート等内装品の製

造を行っておりましたが、当社が保有していた髙島屋日発工業㈱の全株式を平成15年 5月にトヨタ自動車㈱

に譲渡いたしました。

     ⑥　その他事業

　　　　 連結子会社の㈱グッドリブ等の子会社4社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。

　　　   連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業、関連会社1社は雑貨等の製造業を営み百貨店各社に商品の

供給を行っております。

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱ティー・エル・コーポレーシ

ョン等子会社2社は運送業を行っております。

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社2社はレジャー 関連業を行っております。

　　　 　当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社4社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。
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　（2）グループ事業系統図

商
品
供
給

宣
伝
業
務
委
託

クレジットｶー ﾄ゙発行及びﾘー ｽ契約

不
動
産
賃
貸

店
舗
内
装
　
工
事
委
託

髙島屋スペースクリエイツ㈱

　ユタカ建設工業㈱

☆㈱タック

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･INC

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)CO.,LTD

建装事業

　  東神開発㈱

　

※㈱パンジョ

○ビッグステップ㈱

○ﾅﾄｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍ゙ﾆｭー ･CORP.
　
ﾛﾃﾞｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊﾟﾃｨー ｽ･゙INC.

※ ﾆｰｱﾝ ﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌﾟﾗｲｽ･゙LTD.

☆ﾄー ｼﾝﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD

不動産業

　髙島屋クレジット㈱

　

髙栄リース㈱（旧l髙栄商事㈱）

☆㈱東神ジェネラルクリエイト

　ﾀｶｼﾏﾔ・ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･B.V.

金融・ﾘー ｽ業

連結財務諸表提出会社

㈱髙島屋
　

　 ㈱髙島屋友の会

　

㈱ファッションプラザ２１

　

㈱サンローゼ・ピーアンドシー

　

㈱アール・ティー・コーポレーション

※㈱新南海ストア

※㈱ジェイアール東海髙島屋

※㈱伊予鉄髙島屋

☆㈱ナチュラルライフ

百　貨　店　業 その他事業

　（卸売事業）

　㈱グッドリブ

　㈱日本クラフト

　㈱ローザ

※㈱ロジエ

☆台北髙島屋国際股 有限公司

○㈱ｼﾞｮｰｼ ゙ ｼｪ゙ﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

○S.A.ルロア

（衣料品、雑貨他製造・加工業）

　㈱タップ

○P.T ﾄﾘｾﾝﾀ ｲﾝﾃﾘｱ　ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ

（広告宣伝業）

　㈱エー・ティ・エー

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄﾞﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸ&゙

　　　　     ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD

（運送業）

　㈱ティー・エル・コーポレーション

☆㈱ワイ・ティー・エス

　（その他）
　 ㈱髙島屋：通信販売事業本部

　

㈱センチュリーアンドカンパニー

　

㈱ホテルシーガル髙島屋

　

髙島屋ビルメンテナンス㈱

髙島屋ビジネスサービス㈱

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

※㈱公楽会館

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

☆ﾃｨｰｽ ゙ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

☆たまがわ生活文化研究所㈱

○ディーエイチシー新宿㈱

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等

(注)無印…連結子会社

※ ……・持分法適用関連会社

☆ ……・非連結子会社

　　〇……・持分法非適用関連会社

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ　LTD.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・　INC.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭー ﾖー ｸ･　INC.

※大葉髙島屋百貨股 有限公司

○統一髙島屋百華股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A

　　     　

物
流
業
務
委
託
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【経営方針】

１． 会社の経営の基本方針

当社グループは、本年度を最終年度とする「第３次中期経営計画（平成１３年度～１５年度）」において、経営の

基本姿勢として「全てのステークホルダーの期待に応え、公正で、透明な経営を行い、社会に誇れ、魅力ある企業グ

ループを実現すること」を掲げております。

また、当社グループの目指す方向を「上質生活の実現をサポートする小売企業グループ」とし、百貨店事業を核と

してグループの力を結集し、上質を求める生活者にすぐれた商品・情報・サービスを最適な形で編集する小売企業グ

ループの実現を目指しております。そのために、コーポレートガバナンスの強化を目指し、経営機構の見直しを検討

するとともに、ＩＲ活動を強化し、情報開示を積極的に推進してまいります。

さらに上記の内容を推進する上で、男女共同参画への対応、省エネ・省資源・リサイクルの促進など環境保全活動、

高齢者・障害者への対応、危機管理への対応、他社とのコラボレーション等を特に重視して進めてまいります。

２． 会社の利益配分に関する基本方針

当社は当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。

内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。

　

３． 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用ならびに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考

えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策及びその時期につきましては未定であります。

４． 目標とする経営指標

当社グループの「第３次中期経営計画」における経営目標は、以下の通りであります。

　　・連結売上高　　　　　  　　１兆１，５００億円

　　・連結経常利益　　　　　  　　　　　１７５億円

　　・連結総資本経常利益率　　　　　　　　２．１％

　　・連結有利子負債削減額　　　　　　　８４０億円

５． 中長期的な会社の経営戦略

長期化する景気低迷や、先行きに対する不安からくる消費マインドの減退など、当社グループを取り巻く環境は一

層厳しさを増しており、早期に改善される見込みはありません。このような状況の中、「第３次中期経営計画」の経

営目標を確実に達成するとともに、将来にわたる成長・拡大を実現していくため、売上拡大が見込めない中でも利益
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を創出できるスキームを構築することが、当社グループにおける喫緊の課題となっております。

また、当社グループのコア事業は百貨店業であり、百貨店業に経営資源を効果的かつローコストに集中させ、競争

優位に立つ磐石な事業基盤を確立することは、将来に向けた成長戦略における最重要課題です。

そこで当社グループは、本年度からの２年間を、中長期的にローコスト経営を実現するための仕組みを構築し、永

続的な発展に向けた経営基盤の確立を図っていく重要期間と位置づけ、収益構造の抜本的な改革に着手いたしました。

収入面では、商品利益額１００億円の改善を目標に、営業力の強化とマーチャンダイジングの構造改革に取り組ん

でおります。中核の百貨店事業において組織を再編し、商品調達力を強化するとともに、お客様のご要望をより一層

迅速かつきめ細かく品揃えやサービスに反映させる体制を構築いたしました。また、購買管理手法の活用や取引先集

約、効率面の分析に基づく品揃えの見直しなどによる粗利益率の改善を進めております。

営業費の面では、平成１６年度の営業費を平成１４年度対比で２９０億円（単体ベース）削減することを目標に、

徹底的な見直しと削減を実施しております。人件費を始め宣伝費、外注費、地代家賃など、従来にないドラスティッ

クな発想で、全費目にわたるゼロベースでの構造改革を進めてまいります。

また、グループ事業資産の選択と集中を進め、百貨店業を中心とする企業集団としての形を明確にしてまいります。

グループ各社については、各事業分野における専門性・収益性を高め市場競争力を強化するとともに、百貨店事業と

の緊密な連携と業務効率化を実現するため、積極的に再編・統合を進めてまいります。また、不採算事業やノンコア

事業については、抜本的な経営改善策の実施や整理を加速してまいります。
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【経営成績及び財政状態】

１． 経営成績

（１）当中間連結会計期間の概況

①業績の概要

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、株価の回復など好転の兆しはありながらも、継続するデフレに加え長

引く所得・雇用環境の低迷などマイナス要素もあり、景気は回復感の弱い状態で推移いたしました。

百貨店業界におきましては、都心再開発による新たな大型商業施設の出現や、地方・郊外では複合型ショッピング

センターが進出するなど業態間・企業間競争が激化し、また天候不順の影響も加わり、売上高は前年を下回る大変厳

しい状況で推移いたしました。

当社グループにおきましては、本年度から２年間にわたる収益構造改革に着手し、迅速かつ着実に取り組みを進め

ました。本年３月より当社百貨店事業を中心に組織を改正し、顧客視点での品揃え・サービスを強化するとともに、

東西一元化した仕入れ部門による上位取引先集約化への取り組みを始めました。また、集中購買方式による粗利益率

改善や、商品効率分析による低効率品目のスクラップなど、商品利益額増大に向けた具体施策をスタートいたしまし

た。併せて、すべての営業費目において徹底的な見直しと削減を実施するとともに、抜本的な構造改革による削減に

向けて、具体施策の立案・検討を進めました。さらに、米子店の分社化や立川店の土地・建物の一部取得を決定する

など課題店舗の経営改善にも着手いたしました。

グループ事業におきましては、百貨店事業への経営資源集中を図る中で、積極的な再編・統合を進めました。商品

事業会社３社を統合した新会社「㈱グッドリブ」をスタートし、また髙栄不動産㈱を当社に合併いたしました。さら

に、髙島屋日発工業㈱の全株式をトヨタ自動車㈱に、㈱髙島屋ストアの全株式をイズミヤ㈱に、それぞれ譲渡いたし

ました。

以上のような営業諸施策を実施いたし、売上高は５７５，０１６百万円（前年同期比０．９％減）となりました。

また、販売費及び一般管理費等の削減に努めた結果、経常利益は１１，８７７百万円（前年同期比１４２．０％増）

となり、その結果中間純利益は１６，８００百万円（前年同期は２１９百万円の中間純損失）となりました。

（注）上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

②セグメント別の業績

＜百貨店業＞

百貨店業では、当社におきましては、お客様の声を反映した品揃えや売場づくりを推進するとともに、積極的な

販売・サービスの展開によるお客様の満足度向上に取り組み、快適で魅力ある店舗づくりに努めました。

商品面では、価格面・品質面で優れたファッションブランド「アズアイム」「デコロ」などのオリジナル商品を

本年３月から展開するとともに、婦人服の新ブランド「ローズネーゼ」を東京スタイルと共同開発するなど、当社

ならではの特徴ある品揃えの強化と収益性の向上に取り組みました。

また、専門的な資格・商品知識を持った販売スペシャリストの重点配置、店内案内やお買物相談への対応など、

コンサルティングサービスを強化すると同時に、地域・立地特性に応じた営業時間の延長を行い、お客様のお買物

利便性向上と営業機会の拡大を図りました。

さらに、「生誕１００年　大原美術館所蔵　棟方志功展」など話題性のある文化催を開催するとともに、ホンダ

のロボット「アシモ」による店内ご案内など「楽しさ」を演出するイベントを実施し、お客様のご来店促進に努め

ました。

このような諸施策を展開したものの、売上高は前年同期の実績を確保するには至りませんでした。しかしながら、

収益構造改革における営業費削減への取り組みが奏功し、営業利益は前年同期実績を大幅に上回りました。
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また、タカシマヤシンガポールLTD.におきましては、開業１０周年記念催の開催等による売上拡大を計画しまし

たが、イラク戦争による観光客の減少に加え、新型肺炎による地元顧客の外出自粛により入店客が減少し、売上高

は前年同期の実績を下回りました。

以上の結果、売上高は４６６，０３４百万円（前年同期比２．４％の減）、営業利益は５，９２９百万円（前年

同期比３５９.０％の増）となりました。

＜建装事業＞

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ㈱が、積極的な営業活動により首都圏での新規大型開発物

件の受注を行ったり営業費削減に努めたものの、市場の低迷による売上減により、減収減益となりました。

この結果、売上高は１８，４９６百万円（前年同期比１１．５％の減）、営業損失は１９６百万円（前年同期は

４３百万円の営業損失）となりました。

＜不動産業＞

不動産業におきましては、前連結会計年度まで連結子会社であった髙栄開発㈱及び髙栄不動産㈱が当社と合併し

たことにより、また東神開発㈱の玉川店新南館工事等の影響による賃貸収入の減により、減収減益となりました。

この結果、売上高は７，８０８百万円（前年同期比７．１％の減）、営業利益は１，９４０百万円（前年同期比

４５．８％の減）となりました。

＜金融・リース業＞

金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が積極的な生命保険の勧誘活動を実施したことにより、手

数料収入が増加し増収となったものの、髙栄リース㈱の減価償却費増等により減益となりました。

この結果、売上高は４，５５４百万円（前年同期比３．１％の増）、営業利益は８４３百万円（前年同期比

１．７％の減）となりました。

＜自動車内装品製造業＞

自動車内装品製造業におきましては、髙島屋日発工業㈱が、発注元企業の好調な業績、中でも中小型車の売り上

げ増による効果が大きく、増収増益となりました。

この結果、売上高は５８，０９７百万円（前年同期比２８．１％の増）、営業利益は２，８２９百万円（前年同

期比２９０．０％の増）となりました。

なお、髙島屋日発工業㈱は、当社が保有していた同社全株式を平成15年5月にトヨタ自動車㈱に譲渡いたしまし

た。

＜その他事業＞

通信販売事業では、前年に引き続き、カタログの配布方法や時期の変更による宣伝効率の改善や、仕入先の絞り

込みによる商品利益率の向上に取り組み、営業利益面では大幅に改善したものの、市場の低迷による卸売事業・広

告宣伝業の不振により減収減益となりました。

この結果、売上高は２０，０２５百万円（前年同期比１５．９％の減）、営業損失は４４６百万円（前年同期は

２５６百万円の営業損失）となりました。

（２）通期の見通し

下半期の景況につきましては、設備投資の回復基調や、堅調な米国経済による輸出の牽引期待など足元の景気は

やや明るさを増しながらも、下振れ懸念が依然として残り先行き不透明状況の中、経営環境は引き続き厳しい状況

が続くものと思われます。
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このような環境のもと、当社グループといたしましては、百貨店事業を中心に更なる営業力強化を図り、収益構

造改革に引き続き全力を傾注してまいります。

百貨店業では、当社におきましては、お客様の視点に立った積極的な販売・サービスを一層推進するとともに、

特徴ある売場づくりに取り組んでまいります。東京店では引き続き全館改装を進めるとともに、玉川店では、ショ

ッピングセンターの新南館増築と合わせて特選衣料雑貨・食料品の増床・改装を行い、今秋オープンいたします。

また、当社のハウスカードであるタカシマヤカードでは、ポイントサービス制度の内容を見直し、年会費制を導

入しポイント率を変更する一方、付加価値の高い魅力あるカードとして更にご利用いただけるよう取り組んでまい

ります。

タカシマヤシンガポールLTD.におきましては、新型肺炎による影響が一段落し、今後の開業１０周年記念催しの

展開やサービスレベルの更なる向上等により、収益確保に向けた営業諸施策を行なってまいります。

建装事業では、髙島屋スペースクリエイツ㈱において、商環境事業を中心に経営資源を集中し、市場競争力を強

化するとともに、元請受注の拡大を図り利益拡大を目指します。

不動産業では、東神開発㈱において、玉川店の新南館オープンにともなう収益拡大を目指すとともに、百貨店事

業との連携強化を図ってまいります。

金融・リース業では、髙島屋クレジット㈱において、カード事業収益力の強化を図るとともに、融資・保険など

各々の事業を拡充してまいります。

さらに、その他事業として、卸売事業では、㈱グッドリブは百貨店事業本部と緊密な連携の下、これからも新し

い商品・事業に積極的に取り組み、グループの利益拡大を図ってまいります。

以上のような事業活動によりまして、通期の連結売上高は１兆１，０９０億円（前年同期比６.４％の減）、経常

利益は２２４億円（前年同期比３０.３％の増）、当期純損失は５７億円（前年同期は３９億３５００万円の当期純

利益）を見込んでおります。

（注）１．上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

　    ２．この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から得られ

た判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は様々な要因によ

り、記述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。

　　　　  実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替

レートの変動などが含まれます。   
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２． 財政状態

キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローは売掛債権の流動

化の減少等により前年同期に比べ減少したものの、百貨店事業への経営資源集中を図る中で、連結子会社

である髙島屋日発工業㈱及び㈱髙島屋ストアの全株式を売却したことや、遊休不動産の売却を積極的に進

めたこと等により、前連結会計年度末に比べ 12,120百万円増加し、46,044百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前中間純利益 42,632 百万円と減価償

却費 9,378百万円、厚生年金代行返上に伴う退職給付引当金の減少額△38,097百万円、売上債権の増加額

△13,402百万円等により、12,569百万円（前年同期比 77.7％減）となりました。主な減少の要因は、前

年同期の売掛債権等の流動化の増加が一巡したことと当中間期の流動化実施額が減少したこと等による

ものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、6,305百万円の収入（前年同期は 5,037百万円の支出）で前年

同期と比べ 11,343 百万円の収入増となりました。主な要因は、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却

と有形固定資産の売却収入の増加によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、6,758百万円の支出（前年は 48,117百万円の支出）で前年同期

と比べ 41,358 百万円の支出減となりました。主な要因は、長期借入・短期借入による収入と１年内償還

社債の償還支出及び長期借入金･短期借入金の返済による支出の差引で 42,437百万円の支出減となったこ

とによるものです。
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１５．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１４．８．３１）

前連結会計年度

（１５．２．２８）

（資産の部）        

流 動 資 産        ２０９，８４３ ２１０，９４３ ２０１，６３８

　　現 金 及 び 預 金          ４６，１８８ ３８，１４３ ３４，００３

　　受取手形及び売掛金          ７８，９２７ ８５，３１３ ７８，６１２

　　有 価 証 券          ６，００４ ３，７８３ ５，９８５

　　た な 卸 資 産          ４６，４７０ ５１，２５３ ５２，０７２

　　短 期 貸 付 金          ２３４ １，４７５ ７２５

　　繰 延 税 金 資 産          ５，４５３ ４，０８２ ４，６２１

　　そ の 他          ２８，４５４ ２９，７２５ ２７，５０７

　　貸 倒 引 当 金          △　　　１，８８９ △　　　２，８３３ △　　　１，８９０

固 定 資 産        ５９１，８２４ ６５９，６３９ ６３９，５０６

有形固定資産        ２８９，６４７ ３１５，４８６ ３１５，１５０

　　建 物 及 び 構 築 物          １１２，３７４ １２７，２５１ １２５，２２２

　　機械装置及び運搬具          １，２６５ ５，６７５ ５，７０６

　　器 具 及 び 備 品          １９，４９８ ２３，４９８ ２２，７６６

　　土 地          １４６，４２６ １５４，８８９ １５３，７５８

　　建 設 仮 勘 定          １０，０８２ ４，１７０ ７，６９５

無形固定資産        １４，２８２ １５，４９０ １５，０３３

　　借 地 権          ６，８３３ ７，０７０ ７，０６５

　　連 結 調 整 勘 定          ２，３９１ ３，０９６ ２，７４３

　　そ の 他          ５，０５６ ５，３２４ ５，２２３

投資その他の資産 ２８７，８９４ ３２８，６６２ ３０９，３２３

　　投 資 有 価 証 券          ７２，４９９ ８８，５８１ ７３，６００

　　長 期 貸 付 金          ８１，００９ ８２，４８７ ８２，３２７

　　長 期 保 証 金          １１８，３２２ １２２，７２０ １２０，５２９

　　繰 延 税 金 資 産          ２０，７４９ ３９，８７０ ３７，９０５

　　そ の 他          ７，２４３ ７，６４４ ６，８９３

　　貸 倒 引 当 金          △　   １１，９３０ △　   １２，６４１ △　　１１，９３２

資 産 合 計        ８０１，６６８ ８７０，５８３ ８４１，１４５
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間末

（１５．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１４．８．３１）

前連結会計年度

（１５．２．２８）

（負債の部）        

流 動 負 債        ３２５，８５３ ３５４，８７５ ３１９，９７７

　　支払手形及び買掛金          １１１，４２２ １２８，１２１ １１２，９３８

　　短 期 借 入 金          ３０，０７４ ３９，０５５ ３４，１５７

　　社債（1年内償還） １１，３００ ９，４５９ ７００

　　未 払 法 人 税 等          １２，４７３ ２，１７２ １，７３３

　　未 払 消 費 税 等          ２，２６４ ２，０２０ ２，３１７

　　未 払 費 用          ９，４８５ １２，０７０ １２，７６３

　　前 受 金          ５９，７３０ ５７，０２４ ５６，６８０

　　商 品 券          ４５，２８１ ４４，８２７ ４３，７５３

　　預 り 金          ２４，３３０ ２３，９９６ ２３，３４４

　　ポイント金券引当金           ３，１１０ ― ―

　　繰 延 税 金 負 債          １１ １５ １１

　　そ の 他          １６，３６８ ３６，１１１ ３１，５７８

固 定 負 債        ２７４，９６２ ３２７，６９７ ３３０，９１９

　　社 債          ３０，０００ ３１，３００ ４０，６００

　　長 期 借 入 金          １３３，１３７ １４１，８８８ １３６，２１７

　　退 職 給 付 引 当 金          ７１，９１８ １１３，３４３ １１２，７９０

　　役員退職慰労引当金          ３７７ ６２３ ７０５

　　持分法適用に伴う負債 ３０１ ２９０ １０１

　　繰 延 税 金 負 債          ４５２ ２，４０６ １，７７５

　　再評価に係る繰延税金負債          ２，７９９ ３，９０１ ３，６６２

　　そ の 他          ３５，９７６ ３３，９４３ ３５，０６７

負 債 合 計        ６００，８１６ ６８２，５７２ ６５０，８９７

　　　（少数株主持分）

少数株主持分        １４ ８，８０１ ８，５７１

（資本の部）        

資 本 金            ３９，０８５ ３８，８４５ ３８，８４５

資 本 剰 余 金             ２８，１２３ ２７，０８５ ２７，０８５

利 益 剰 余 金             １２１，６２３ １０１，６９７ １０５，０３８

土 地 再 評 価 差 額 金             ４，１２４ ５，３８７ ５，０５６

その他有価証券評価差額金            ７，７９８ ６，１２４ ５，４１７

為 替 換 算 調 整 勘 定            ２４３ ９７ ３１７

自 己 株 式            △　　　　　 １６２ △　　　　　　 ２９ △　　　　　　８５

　資 本 合 計        ２００，８３７ １７９，２０９ １８１，６７６

負債、少数株主持分及び資本合計 ８０１，６６８ ８７０，５８３ ８４１，１４５
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中　間　連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

期　別

科　目

当中間連結会計期間

(15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

(14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

　(14.3.1～15.2.28）

売 上 高          ５５６，０６０ ５６１，６３８ １，１４６，３９３

その他の営業収入          １８，９５６ １８，６５０ ３７，８４３

   営 業 収 益 計        ５７５，０１６ ５８０，２８９ １，１８４，２３６

売 上 原 価          ４３７，５８５ ４３７，６５０ ８９３，０９６

販売費及び一般管理費 １２６，７１９ １３７，３８３ ２７４，６９５

　　営 業 費 用 計        ５６４，３０５ ５７５，０３３ １，１６７，７９２

　　　　営 業 利 益           １０，７１１ ５，２５５ １６，４４４

　　　受取利息・配当金 １，６５４ １，５２６ ２，９０８

　　　持分法による投資利益           ９５８ ７１１ １，２６５

　　　その他営業外収益           ２，９０４ ３，３６４ ６，２１４

　　営業外収益計        ５，５１８ ５，６０１ １０，３８８

　　　支 払 利 息           ２，３９８ ２，５２２ ５，２４９

　　　その他営業外費用           １，９５３ ３，４２７ ４，３９１

　　営業外費用計        ４，３５２ ５，９５０ ９，６４１

　　　　経 常 利 益           １１，８７７ ４，９０７ １７，１９１

特 別 利 益          ４０，６０２ ８５ ２，７８９

特 別 損 失          ９，８４８ ３，５４６ １１，５３８

税金等調整前中間(当期)純利益 ４２，６３２ １，４４６ ８，４４２

法人税、住民税及び事業税 １３，８８３ ２，３０９ ３，６０４

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ― ４８９

法 人 税 等 調 整 額            １０，８９６ △　　　　７７６ ２８４

少 数 株 主 利 益 １，０５１ １３３ １２９

中間（当期）純利益（純損失△） １６，８００ △　　　　２１９ ３，９３５
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                      （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当中間連結会計期間

(15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

(14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

　(14.3.1～15.2.28）

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 ２７，０８５ ２７，０８５ ２７，０８５

資本剰余金増加高 １，０３８ ― ―

　自 己 株 式 処 分 差 益 １，０３８ ― ―

資本剰余金減少高 ― ― ―

資本剰余金中間期末（期末）残高 ２８，１２３ ２７，０８５ ２７，０８５

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 １０５，０３８ １０３，１１９ １０３，１１９

利益剰余金増加高 １７，８５７ ４９ ４，３１５

　中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １６，８００ ― ３，９３５

　土地再評価差額金取崩高 １，０４０ ４９ ３８０

　連結子会社持分割合変更に伴う増加高 １５ ― ―

利益剰余金減少高 １，２７３ １，４７１ ２，３９６

　中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 ―     　　２１９ ―

　配 当 金               １，１４３ １，１４３ ２，２８７

　役 員 賞 与               ７５ １０８ １０８

　持分法適用会社減少に伴う減少高 ５４ ― ―

利益剰余金中間期末（期末）残高 １２１，６２３ １０１，６９７ １０５，０３８
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万

円）

　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

４２,６３２

９,３７８

３６６

７

△  ３８,０９７

△　 　　２７３

　  ３,１１０

△　  １,６５４

２,３９８

△　　 　９５８

△　　 　５６７

８６６

２,０１９

△　　２,３５８

６９

△　　１,６４６

△　１３,４０２

２,９７７

１５,１９９

△　　　　 ７５

△　　４,０６９

　　１,４４６

９,３３３

３５２

３２８

△　 　　１５３

△   　　　　８

―

△　  １,５２６

２,５２２

△　　 　７１１

△ 　　　  ６３

１,８７３

―

１４７

３５６

―

２１,９４０

８６５

　１９,３３３

△　　 　１０８

５,６１７

８,４４２

１９,０７２

５７６

△　　１,３２３

△　 　　７０５

７３

―

△　　２,９０８

５,２４９

△　　１,２６５

△　　１,０８１

２,９８１

―

△　　１,１３３

５,９７２

―

２８,４１６

５３

３,９６６

△　 　　１０８

８,９９１

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益

減 価 償 却 費                   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

　　 役員退職慰労引当金の増減 額

ポイント金券引当金の増加 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   

支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損                   

固 定 資 産 評 価 損

有価証券・投資有価証券売却損益                   

投 資 有 価 証 券 評 価 損                   

連 結 子 会 社 株 式 売 却 益

売 上 債 権 の 増 減 額                   

た な 卸 資 産 の 減 少 額                   

仕 入 債 務 の 増 加 額

役 員 賞 与 の 支 払 額                   

その他営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

小　　　　　　　計

　　 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

１５,９２１

１,６５０

△　　２,２４２

△　　２,７５９

６１,５４７

１,６７６

△　　２,３２５

△　　４,４４８

７５,２６９

３,５８１

△　　５,１２０

△　　８,１７９

営業活動によるキャッシュ・フロー １２,５６９ ５６,４５０ ６５,５５１

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                   

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                   

有価証券・投資有価証券等の取得による支出

有価証券・投資有価証券の売却による収入

有形・無形固定資産の取得による支出                   

有形・無形固定資産の売却による収入                   

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入

　　　 短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額

長 期 貸 付 に よ る 支 出                   

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   

△　　　 １１２

４８

△　　　 １,３６２

３５０

△    ８,７４４

４,６７１

１０,２９８

２５０

△　　　 １４１

１,０４７

△   　　　２１

１,８２３

△　  １,１５６

７,４２０

△　１４,４９０

２８０

―

１

△　　 　　８８

１,１９２

△　　　 　５３

１,８７３

△　　１,３９１

１５,９８４

△　２８,６９５

３,７７５

―

６２４

△　　　 ３２２

１,６０６

投資活動によるキャッシュ・フロー ６,３０５ △　　５,０３７ △　６,５９７
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　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額

長 期 借 入 に よ る 収 入                   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出                   

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

配 当 金 の 支 払 額                   

その他財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ﾌﾛｰ

△       ４９２

２,５００

△　　７,６８６

―

―

１,７１７

△　　１,１４３

△　　１,６５４

△　３２,３６８

９,９００

△　２０,５７３

―

△　　５,０７６

―

△　　１,１４３

１,１４３

△　４５,３６４

２１,６００

△　３０,０４４

１０,０００

△　１４,９４２

―

△　　２,２８７

１,０８５

財務活動によるキャッシュ・フロー △    ６,７５８ △　４８,１１７ △　５９,９５４

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                    ４ △　　　 １８９ △　　　　 １６

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                  １２,１２０ ３,１０５ △　　１,０１７

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                    ３３,９２４ ３４,８９１ ３４,８９１

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― ５０ ５０

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末 (期末)残高     ４６,０４４ ３８,０４６ ３３,９２４
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　　２６社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱、㈱グッドリブ他）

非連結子会社　　　　１３社

髙栄不動産㈱は、平成15年3月当社と合併したため、連結子会社から除外しました。髙島屋商事㈱と㈱グル

メールは、髙島屋商事㈱を存続会社として平成15年3月合併し、社名を㈱グッドリブと変更しました。

髙島屋日発工業㈱は、当社が保有する同社全株式を平成 15年5月にトヨタ自動車㈱に譲渡したため、また㈱

髙島屋ストアは、当社が保有する同社全株式を平成15年 6月にイズミヤ㈱に譲渡したため、連結子会社から除

外しました。その結果、連結貸借対照表には含まれておりませんが、保有期間の損益については連結損益計算書

に含まれております。

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した関連会社

関 連 会 社      　　　　１０社（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股 有限公司他）

髙成㈱は、平成 15年6月に清算結了したため、持分法適用関連会社から除外しました。

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　　１３社

関 連 会 社      　　　　　９社

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち髙島屋スペースクリエイツ㈱は、９月中間決算のため仮決算を行い連結しております。また、

子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、中間連結決算日までの

間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券      

満期保有目的の債券　　 償却原価法

その他有価証券　　（時価のあるもの）

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定しております。）

　　　　　　　　　　　（時価のないもの）

　　　　　　　　　　　 主として移動平均法による原価法

　　　②デリバティブ      　 　      時価法

③たな卸資産

商 品      　　　　 主として売価還元法及び個別法による原価法

製 品         　　　　 主として先入先出法による原価法

貯 蔵 品      　　 主として先入先出法による原価法
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　 　　　主として定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　　　②無形固定資産 　　　　　定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウエア開発

費については、５年間で均等償却しております。

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②ポイント金券引当金

ポイント金券の発行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント残高に対する将来の金券発行

見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０

年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

(４)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(５)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引・スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っ

ております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用して

おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象　　　　外貨建債権・債務及び借入金の支払金利

③ヘッジ方針

当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることと

しております。
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④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。

⑤リスク管理体制

重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管

理しております。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替

予約取引についても、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し

管理しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

６．その他

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

追　加　情　報

１．当中間連結会計期間から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成 14 年 9 月

25日　企業会計基準第2号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成14年9月25日　企業会計基準適用指針第 4号）を適用しております。

　　なお、これによる影響につきましては、（1株当たり情報）に記載しております。

２．当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15

年4月1日付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

　　当社及び一部の連結子会社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委

員会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返

還相当額の年金資産が消滅したものとみなして処理いたしました。なお、当中間連結会計期間末における返還相当

額は63,593百万円であります。

３．ポイント金券の費用処理について

　　当社は、タカシマヤクレジットカードによる売上に対してポイントを付与し、一定のポイント獲得者からの請求

によって、ポイント金券（「お買い物券」）を発行しております。

　　従来より、当該ポイント金券については、金券の発行時にその発行金額を債務として認識し費用計上して参りま

したが、これに加え、付与ポイントに対する金券の発行実績のデータが蓄積され、発行見積り額の合理的な算定が

可能となったので、ポイント金券費用をより合理的に認識するため、当中間連結会計期間からポイント金券未発行

のポイント残高に対しても、将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額について費用処理し、ポイ

ント金券引当金を計上することといたしました。

これに伴い、前期末におけるポイント残高に対して当中間連結会計期間以降に発行される金券の見積り額の原価

相当額3,013百万円を特別損失に一括計上しております。

この結果、従来の方法と比較して当中間連結会計期間の営業利益及び経常利益は96百万円、また、税金等調整前

中間純利益は3,110百万円減少しております。
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４．立川店の店舗及び土地の一部取得に伴う損失の計上について

当社は立川店の店舗及び土地の一部を都市基盤整備公団(以下、公団という)より平成6年10月から賃借しており、

平成16年10月の当初賃貸借期間満了日後も契約に基づき協議のうえ継続することを予定しておりましたが、公団

から賃貸借の継続について同意を得ることが出来ませんでした。なお、契約では、双方の合意がなければ賃貸借契

約は継続できず、当該物件を購入することとされており、当社は平成15年3月24日開催の取締役会において平成

16年2月末日を目処に賃借を終了し当該店舗及び土地を購入することを決議いたしました。

契約上の譲渡金額は 35,632百万円でありますが、この間における当初見込みを超えた経済情勢の大きな変動や不

動産価額の著しい下落を根拠に、譲渡金額を引下げるべく平成15年5月に公団に対して、「譲渡代金債務の一部不

存在」に関する調停申し立てを東京地方裁判所に行いましたが不調に終りました。当社は平成 15年9月に公団に対

して、「譲渡代金債務の一部不存在」の確認を求めて提訴し、現在東京地方裁判所において係争中であります。

従いまして取得価額は未定でありますが、確定した譲渡金額と取得時の時価（最近の時価約80億円）との差額に

つきましては、当該物件取得時に損失として計上する予定であります。
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中間連結貸借対照表注記

摘　　　　要
当中間連結会計期間末

(15.8.31)

前中間連結会計期間末

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

１．有形固定資産減価償却累計額 １８７，９５９百万円 ２１４，５６０百万円 ２１７,２９９百万円

２．自己株式の数

所有株式の数 　 　

自己株式 ６６２,９７９株 ３９,３９０株 １５２,３４７株

３．担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産

現金及び預金        ３１百万円 ３１百万円 ３１百万円

有 価 証 券 １０百万円 ― ９百万円

短 期 貸 付 金        ３５百万円 ７１百万円 ７１百万円

その他（流動資産） ― ― ５百万円

建物及び構築物 ５，９５０百万円 １０,８８１百万円 １０,５９０百万円

土 地 １９，２６６百万円 ２１,４４９百万円 ２１,４４９百万円

投資有価証券        ３４百万円 １,３９５百万円 ４４百万円

長 期 貸 付 金        ４７，２６４百万円 ５０,８８１百万円 ５０,８８１百万円

長 期 保 証 金        ６４，８０５百万円 ６４,８０４百万円 ６４,８０５百万円

合　　　計 １３７，３９８百万円 １４９,５１５百万円 １４７,８９０百万円

②担保付債務

短 期 借 入 金        ― ４００百万円 ―

一年内長期借入金 ４，６２５百万円 ５,６２０百万円 ５,４７３百万円

一年内償還社債        １，３００百万円 ３００百万円 ７００百万円

社 債        ― 1,３００百万円 ６００百万円

長 期 借 入 金        ６１，８５３百万円 ６６,５４０百万円 ６４,３１４百万円

合　　　計 ６７，７７８百万円 ７４,１６０百万円 ７１,０８８百万円

４．偶発債務

①銀行借入金等に対する連帯保証

タカニチＵＳＡ，ＩＮＣ． ― 1,４３４百万円 １,４３８百万円

トータルインテリアシステムズ

アメリカ，ＩＮＣ ― １,１９５百万円 １,９２３百万円

その他３件 ３０９百万円 １,５９２百万円 １,５４０百万円

②従業員の住宅ローンに対する

　連帯保証 ３,２０７百万円 ３,８２８百万円 ３,５２９百万円

合　　　計 ３,５１７百万円 ８,０５０百万円 ８,４３２百万円
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摘　　　　要
当中間連結会計期間末

(15.8.31)

前中間連結会計期間末

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

５．売掛債権の流動化 当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ25,725百

万円及び 2,686 百万円

減少しております。

当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛金

残高は、売掛債権の流

動化（信託方式及び譲

渡方式）により 32,423

百万円減少しておりま

す。

当連結会計年度末の受

取手形及び売掛金、長

期保証金（一年内含む）

残高は、売掛債権等の

流動化（信託方式及び

譲渡方式）によりそれ

ぞれ31,727百万円及び

3,521 百万円減少して

おります。

 

中間連結損益計算書注記

摘　　　　要
当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

１．特別利益の内訳

厚生年金代行返上益 ３４,７８８百万円 ― ―

固 定 資 産 売 却 益 １,２８３百万円 ７２百万円 １,１１１百万円

関係会社株式売却益 １,６４６百万円 ― １,２８３百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益            ５百万円 １１百万円 ２４９百万円

そ の 他            ２,８７８百万円 １百万円 １４４百万円

合　　　　　　計 ４０,６０２百万円 ８５百万円 ２,７８９百万円

２．特別損失の内訳

ポイント金券引当金繰入額 ３,０１３百万円 ― ―

早期退職制度に伴う割増金 ２,１６７百万円 ３０６百万円 ９３１百万円

固 定 資 産 評 価 損 ２,０１９百万円 ― ―

固 定 資 産 除 却 損           　８４７百万円 　１,８７３百万円 ２,８９３百万円

固 定 資 産 売 却 損            　７１６百万円 　１０百万円 ３１百万円

原 状 回 復 費 用 １８９百万円 ６１２百万円 ９１９百万円

投資有価証券評価損            ６９百万円 ３５６百万円 ５,９７２百万円

そ の 他            ８２５百万円 ３８６百万円 ７８９百万円

合　　　　　　計 ９,８４８百万円 ３,５４６百万円 １１,５３８百万円

中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛー 計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

摘　　　　要
当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

現 金 及 び 預 金              ４６,１８８百万円 ３８,１４３百万円 ３４,００３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　　　１４３百万円 △　　　　９６百万円 △　　　　７９百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４６,０４４百万円 ３８,０４６百万円 ３３,９２４百万円
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リース取引に関係する注記

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

機械装置及び運搬具

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１３４

９０

２４０

１３３

２２８

１４８

　　中間期末(期末)残高相当額 ４３ １０６ ８０

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,１８２

４３１

１,２９９

７５４

１,５２６

８５６

　　中間期末(期末)残高相当額 ７５０ ５４４ ６６９

合 計          

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,３１６
５２２

１,５４０
８８８

１,７５４
１,００４

　　中間期末(期末)残高相当額 ７９４ ６５１ ７４９

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占

　　　　　める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

１ 年 内            ２１８ ２０７ ２１６

１ 年 超            ５７６ ４４４ ５３３

合 計            ７９４ ６５１ ７４９

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の

　　　　　中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

支 払 リ ー ス 料            １０８ １２８ ２５３

減 価 償 却 費 相 当 額            １０８ １２８ ２５３

　　

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（貸　主　側）

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

３,７２０
１,４５９

３,２６２
１,３６２

３,７６５
１,６８７

　　中間期末(期末)残高 ２,２６１ １,９００ ２,０７７

合 計          

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

３,７２０

１,４５９

３,２６２

１,３６２

３,７６５

１,６８７

　　中間期末(期末)残高 ２,２６１ １,９００ ２,０７７

　　②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

１ 年 内            ６９１ ５９１ ６２０

１ 年 超            １,５６９ １,３０８
1

１,４５７

合 計            ２,２６１ １,９００ ２,０７７

　　（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積残存価額の

　　　　　残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定

　　　　　しております。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

受 取 リ ー ス 料           １７４ ２９５ ５９６

減 価 償 却 費           １７４ ２９５ ５９６

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当中間連結会計期間

(15.8.31)

前中間連結会計期間

(14.8.31)

前連結会計年度

(15.2.28)

１ 年 内            １４,９７１ １４,９６９ １４,９７１

１ 年 超            １６６,３４５ １８３,３３４ １７３,８３１
合 計            １８１,３１６ １９８,３０３ １８８,８０２
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１． 事業の種類別セグメント情報

　　　当中間連結会計期間（自平成15年3月1日　至平成15年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

466,034

2,121

18,496

489

7,808

2,077

4,554

3,801

58,097

―

20,025

42,633

575,016

51,122

―

(51,122)

575,016

―

計 468,155 18,986 9,886 8,355 58,097 62,658 626,139 (51,122) 575,016

　営 業 費 用      462,225 19,182 7,945 7,511 55,267 63,104 615,238 (50,932) 564,305

　営業利益又は

営業損失（△） 5,929 △ 196 1,940 843 2,829 △ 446 10,900 (189) 10,711

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４．不動産業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙栄開発㈱が平成15年1月に、髙栄不動産㈱が
平成15年3月にそれぞれ当社と合併いたしました。なお、合併時までの売上高及び営業損益は不動産業に含ま

れております。

５．自動車内装品製造業については、前連結会計年度まで連結子会社であった髙島屋日発工業㈱を、当中間連結会

計期間においてトヨタ自動車㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しました。

　　また、百貨店業については、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱髙島屋ストアを、当中間連結会計期間

においてイズミヤ㈱に当社が保有する同社全株式を譲渡したため、連結子会社から除外しました。

　　なお、当中間連結会計期間は、それぞれ譲渡時までの売上高及び営業損益を取り込んでおります。

　　　前中間連結会計期間（自平成14年3月1日　至平成14年8月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

477,391

2,010

20,909

673

8,402

10,793

4,415

3,986

45,358

―

23,811

41,132

580,289

58,596

―

(58,596)

580,289

―

計 479,402 21,583 19,195 8,401 45,358 64,944 638,886 (58,596) 580,289

　営 業 費 用      478,110 21,627 15,613 7,543 44,633 65,200 632,728 (57,694) 575,033

　営業利益又は

営業損失（△） 1,291 △  43 3,582 858 725 △ 256 6,157 (902) 5,255

（注）１. 事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。
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　　　前連結会計年度（自平成14年3月 1日　至平成15年2月28日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去

又は全社
連　結

 売上高及び営業損益

 売　上　高

(1)外部顧客に対する売上高

(その他の営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

975,370

3,998

37,620

1,422

18,178

19,997

8,967

7,751

93,514

―

50,584

81,533

1,184,236

114,703

―

(114,703)

1,184,236

―

計 979,369 39,042 38,176 16,718 93,514 132,118 1,298,939 (114,703) 1,184,236

　営 業 費 用      970,869 39,456 31,611 15,260 92,197 132,043 1,281,438 (113,646) 1,167,792

 営業利益又は

営業損失（△） 8,499 △ 413 6,564 1,458 1,316 74 17,501 (1,057) 16,444

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リース業及び

自動車内装品製造業に区分しました。

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での

売上高の金額が、全セグメントの売上高の合計額の90％超であるため、記載を省略しております。

３．海　外　売　上　高

　　　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満

      のため、海外売上高の記載を省略しております。
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）生　産　実　績

（単位　百万円）

生　　　　　産　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

建 装 事 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

１６,１３３

５８,１１０

５０３

１６,６３８

４５,３１７

４７７

３２,４０４

９３,４７２

９２８

合　　　　　　　　　計 ７４,７４７ ６２,４３４ １２６,８０４

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．金額は、販売価格によっております。

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（２）受　注　実　績

（単位　百万円）

受　　注　　高 受　注　残　高事業の種類別
セグメントの名称 当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

建装事業 １５,４２６ １４,００６ ３２,２７４ １６,１９９ １３,５８０ １７,６９３

合　　　計 １５,４２６ １４,００６ ３２,２７４ １６,１９９ １３,５８０ １７,６９３

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は

含めておりません。

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（３）販　売　実　績

（単位　百万円）

販　　　　　売　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

百 貨 店 業             

建 装 事 業             

不 動 産 業             

金 融 ・ リ ー ス 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

４６６，０３４

１８，４９６

７，８０８

４，５５４

５８，０９７

２０，０２５

４７７，３９１

２０，９０９

８，４０２

４，４１５

４５，３５８

２３，８１１

９７５，３７０

３７，６２０

１８，１７８

８，９６７

９３，５１４

５０，５８４

合　　　　　　　　　計 ５７５，０１６ ５８０，２８９ １，１８４，２３６

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売高には、「その他の営業収入」を含めて表示しております。
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有　　価　　証　　券

１．時価のある有価証券

（単位　百万円）

区　分
当中間連結会計期間

（15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.8.31）

前連結会計年度

（15.2.28）

(1)満期保有目的の債券

中間連結

貸借対照
表計上額

時　価 差　額

中間連結

貸借対照
表計上額

時　価 差　額

連結貸借

対照表計
上額

時　価 差　額

①国債・地方債

②社　　　　債

6,602

5,894

7,033

5,930

430

35

6,915

9,029

7,329

8,933

414

△   96

6,917

5,875

7,389

6,018

471

142

計 12,497 12,963 466 15,945 16,263 318 12,793 13,407 614

(2)その他有価証券 取得原価

中間連結

貸借対照
表計上額

差　額 取得原価

中間連結

貸借対照
表計上額

差　額 取得原価

連結貸借

対照表計
上額

差　額

①株 式

②債 券

国債・地方債

社 債

③そ の 他

23,543

61

444

－

36,604

62

434

－

13,061

0

△  10

－

30,479

63

448

53

41,951

65

435

53

11,472

1

△  13

0

24,885

63

444

10

35,145

64

431

10

10,260

1

△  13

0

計 24,050 37,101 13,051 31,044 42,505 11,461 25,403 35,651 10,248

２．時価評価されていない主な有価証券

（単位　百万円）

内　容
当中間連結会計期間

（15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.8.31）

前連結会計年度

（15.2.28）

(1)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

非上場株式 22,605 27,038 24,777

計 22,605 27,038 24,777

(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

①非上場株式（店頭売買株式を除く）

②貸付信託受益証券

6,300

－

6,282

592

6,363

－

計 6,300 6,874 6,363

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行な

い、投資有価証券評価損69百万円を計上しております。

また、下落率が 30％～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財

務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係

前中間連結会計期間におけるデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。

当中間連結会計期間　（平成15年8月31日現在）

1．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取組方針・利用目的

　　　　当社及び連結子会社は、為替予約取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利用しております。

　　　　為替予約取引・通貨スワップ取引は外貨建債権・債務の為替変動リスクの回避、金利スワップ取引は有利子

負債の金利変動リスクの回避を目的として利用することとしております。

　　　　なお、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針をとっております。

（２）取引に係るリスクの内容

　　　　当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、為替相場の変動及び市場金利の変動によるリスク

を有しておりますが、上記のデリバティブ取引は信用度の高い金融機関に契約先を限定しているため、相手方

の契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。

（３）取引に係るリスク管理体制

　　　　重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い各社の取締役会決議または稟議

決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理してお

ります。

　　　　また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引について

も、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理しております。

２．取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連

（単位　百万円）

当　中　間　連　結　会　計　期　間　（平成15年8月31日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の

取
引

　ス ワ ッ プ 取 引          

　受取円・支払米ドル

　

　受取円・支払シンガポール

ドル

　　

１,２１６

１,５７２

―

８８８

３８

２２

３８

２２

合　　　　　　　　　計 ２,７８８ ８８８ ６１ ６１

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。

２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。

（２）金利関連

　　　ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。
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前連結会計年度　（平成15年2月28日現在）

1．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取組方針・利用目的

　　　　当社及び連結子会社は、為替予約取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利用しております。

　　　　為替予約取引・通貨スワップ取引は外貨建債権・債務の為替変動リスクの回避、金利スワップ取引は有利子

負債の金利変動リスクの回避を目的として利用することとしております。

　　　　なお、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針をとっております。

（２）取引に係るリスクの内容

　　　　当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、為替相場の変動及び市場金利の変動によるリスク

を有しておりますが、上記のデリバティブ取引は信用度の高い金融機関に契約先を限定しているため、相手方

の契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。

（３）取引に係るリスク管理体制

　　　　重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い各社の取締役会決議または稟議

決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理してお

ります。

　　　　また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引について

も、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理しております。

２．取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成15年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の

取
引

　ス ワ ッ プ 取 引          

　受取円・支払米ドル

　

　受取円・支払シンガポール

ドル

　　

１,２１６

１,５７２

―

８８８

２９

△　　　８

２９

△　　　８

合　　　　　　　　　計 ２,７８８ ８８８ ２１ ２１

（注）１．時価は当該デリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しておりま

す。

２．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引

に係る市場リスクや信用リスクを表すものではありません。

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブは除いております。

（２）金利関連

　　　ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

当中間連結会計期間

（15.3.1～15.8.31）

前中間連結会計期間

（14.3.1～14.8.31）

前連結会計年度

（14.3.1～15.2.28）

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

　６５１円６０銭 　５８７円５６銭 　５９５円８７銭

1株当たり中間純利益 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益

５４円７０銭 △　　　０円７１銭 １２円９０銭

なお、潜在株式調整後 1 株当たり中

間純利益額につきましては、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後 1 株当たり中

間純利益額につきましては、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当

期純利益額につきましては、潜在株

式がないため記載しておりません。

当中間連結会計期間から、「１株当

たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成

14年9月25日　企業会計基準第2

号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成14年9月

25日　企業会計基準適用指針第 4

号）を適用しております。

　　なお、当中間連結会計期間にお

いて、従来と同様の方法によった場

合の（1株当たり情報）につきまして

は、それぞれ以下のとおりでありま

す。

― ―

1株当たり純資産額

　６５１円６０銭

1株当たり中間純利益

５４円７０銭

1 株当たり中間純利益の算定上の基

礎

　連結損益計算書上の中間純利益

１６，８００百万円

　普通株式に係る中間純利益

１６，８００百万円

　普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数

３０７，１１２，４６９株
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重 要 な 後 発 事 象

新株予約権付社債の発行について

平成15年9月17日開催の取締役会の決議に基づき、下記のとおり新株予約権付社債を発行いたしました。
① 銘　柄　　　　　　㈱髙島屋2010年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債
② 発行価額　　　　　本社債の額面金額の101.0％とし、本新株予約権付社債の募集価格は、本社債の額

面金額の 103.5％とする。ただし、本社債に付せられた本新株予約権の発行価額は
無償とする。

③ 発行価額の総額　　15,150百万円
④ 券面額の総額　　　15,000百万円
⑤ 利率　　　　　　　利息は付さない。

⑥ 発行年月日　　　　2003年10月6日（ロンドン時間）
⑦ 償還期限　　　　　2010年2月26日（ロンドン時間）
⑧ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とする。また、本新株予約権

が行使された場合に交付すべき当社普通株式の総数は、本社債の発行価額の総額を

転換価額で除した数を上限とし、当初 14,053,803株を上限とする。
⑨ 新株予約権総数　　15,000個
⑩ 新株予約権の行使に際して払込むべき金額

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき1株当たりの金額は1,078円とする。

　⑪ 新株予約権の行使期間    2003年10月20日から2010年2月12日の営業終了時（行使請求受付場所現地

時間）まで。

⑫ 新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価額のうちの資本組入額

　　　　　　　　　　　新株予約権の行使により発行する株式の発行価格中資本に組み入れる額は、当該発行

価額に0.5を乗じ、その結果、1円未満の端数を生じるときはその端数を切り上げた

額とする。

　⑬ 本社債の上場証券取引所   ロンドン証券取引所

　⑭ 本社債の発行に伴う手取金の額及び使途

　　　　　　　　　　　　手取金の額　　15,090百万円

　　　　　　　　　　　　使　　　途　　当社の社債及び長期借入金の返済に充当

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


